「障がいによる差別を解消し共生社会をめざす直方市条例（案）」

に対する意見と市の考え方
	No.
	意見の概要
	市の考え方

	条例名

	１
	もっとわかりやすい名称にしてください。
	いただいたご意見を踏まえて、この条例の名称について再検討しました。第１条に「障がいのある人もない人も全ての人が個人として尊重される共生社会を実現すること」とあるように、この重要な目的を市内事業者や市民のみなさんと目指していくために名称の変更をしています。

	定義

	２


	障がいのある人の定義で「日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあること」は、障がい者手帳があるとか、基準がありますか。
	障がい者手帳所持者に限定しているものではありません。難病その他の心身の機能の障がいを含むとしており、もう少し範囲を広げた規定となっています。



	３


	「社会通念上」という、すごく曖昧な言葉が使われていますが、どういう風に解釈をしたらいいのですか。障がいのある人と障がいのない人では一般常識の受け取り方が違うのではないかと考えます。より具体的な言葉に変える必要があるのではないかと思いました。
	「過重な負担とならない程度」とはどのようなものなのかを「社会通念上」という文言で定めていましたが、いただいたご意見を踏まえ、条文からは外しております。
ただし、市及び市内事業者における過重な負担については個別の事案ごとに総合的・客観的に判断できるよう、国が示している基本方針に則り①事務・事業への影響の程度（事務・事業の目的・内容・機能を損なうか否か）、②実現可能性の程度（物理的・技術的制約、人的・体制上の制約）、③費用・負担の程度、④事務・事業規模、⑤財政・財務状況等を考慮し、具体的場面や状況に応じて検討していきたいと考えております。

この判断基準によって、障がいのある人と障がいのない人とが建設的な対話を行い、双方にとってより良い結論を出していくことを本条例は目指しています。

	基本理念

	４


	障がいというのは本人の責任ではない、その本人とその周りを取り囲む環境との関係によって起こる問題だということを基本理念の中に盛り込んでほしいと思っています。
	「個人モデル」から「社会モデル」への転換ということで、考え方の変更点について第３条基本理念の規定に含まれているものと考えています。

	市の責務

	５

	市の責務として、「差別の解消の推進に関する施策を総合的に策定し、実施しなければならない」と明記されていますが、具体的にはどのように施策を策定していかれるのですか。
	障がい者福祉に関わる基本計画として「直方市障がい者福祉基本計画」があります。市が障がい者施策についてどう進めていくか個別具体的に盛り込んでいます。それと重複するところがあるかもしれませんので、整合性について検討していきたいと考えています。

	市民の役割

	６
	市民の役割は「努めるものとする」を「しなければならない」としてもいいのではと思います。そうすることによって、さらに条例の目的の推進の部分はできるのではないかと思いました。
	納税義務と同じように義務規定を設けて市民に強要すべきものではないと考えています。しかし、いただいたご意見のとおり市民のみなさんに本条例の趣旨や規定を理解していただくことは重要であると考えていますので、自発的に取り組んでいく意識を持ってもらえるような周知・啓発に努めていきます。

	市民等の理解の促進

	７
	障がいを持たれている方の理解を深めるためには、教育がとても大事になるといろんなところで勉強させてもらっています。市としてどういった段階でどういった教育をするということは条例の中に組み込んでいるのですか。
	本条例の中では盛り込むことはできませんが、本条例を検討するにあたって、検討委員会に教育委員会にも加わってもらい協議しています。早期教育の重要性について認識しており教育委員会の義務であると考えています。

	市における社会的障壁の除去のための合理的な配慮の提供

	８
	市の合理的な配慮に関することについて、市が積極的にこの条例を進めていきますという意思表示だと思っています。予算の関係もあるでしょうが、目に見えるような形で優先的に合理的な配慮の提供を実施していただきたい。
	いただいたご意見のとおり条例を制定することにより、市は積極的に障がいに関する差別の解消の推進に努めていきます。すぐにできることはすぐに取り組みますが、３年、１０年とすぐに解決できない事については分けて考えていくことも必要だと考えています。

	個別相談

	９
	市外居住者から他市で不当な差別的取扱いをされたという相談がありました。今後は、市の相談機関に同じような相談ができますか。
	条例制定後、市内でそのような事案が発生した場合は、本条例第１１条にある相談機関に相談することがでると規定しています。

	条例全般

	１０
	努力義務の部分に対して、前向きなところ積極的に取り組んでいるところには、表彰とか何らかの形で光があたっていくべきではないかと思いました。
	いただいたご意見を踏まえて、条文を設けることとしました。積極的に取り組まれる方々に感謝状を贈呈することによって、共生社会の実現に向けた啓発にもつながっていくことと期待しています。

	１１
	居住の場や住所は市外になっていますが、福祉サービス支給の決定は直方市となっている障がい者は、この条例でいう障がいのある人にあてはまりますか。
	福祉サービス支給を決定する問題と居住の問題は別に考えてください。障がいを理由とする差別的取扱いや合理的な配慮をしないという不当な差別的取扱い等が直方市内で発生した場合、どなたでも該当します。ただし他市で発生した場合は該当しません。

	１２
	「障害」の表記について説明してください。
	「害」という文字を使うことが差別につながることを考慮し、本市では平成23年2月より、人や人の状態を表す場合は、「障がい」とひらがなで表記しています。ただし法律用語として使っている場合は、漢字で「障害」と表記しています。

	その他

	１３
	障がいを持つ本人、そのご家族等はいかに障がいを乗り越えていくか日々戦っておられますが、障がい者差別がきつく苦しく心が折れるという言葉を異口同音投げられたことがあります。
障がい者差別について、障がい者のみなさんの生活の現実を例に出したりして、機会があるごとに理解を促進していく取り組みをお願いします。
	障がい者福祉基本計画を策定する際に行う実態調査調査の結果からも、障がい者差別がいまだに続いている実態が浮かび上がっています。本条例第１条目的にも障がいに対する誤解や偏見による不利益な取扱いを受けている現状について記述しています。

なお、いただいたご意見は具体例として市民等への周知・啓発に取り組む上で参考とさせていただきます。

	１４
	この条例は、障がいのある方への合理的配慮のことはかかれていますが、その対応をするときに例えば盲導犬を連れた人と犬猫アレルギーがある人が同じ店にいる場合など双方への配慮もお願いします。
	障がいのある方もない方も住みやすい共生社会の実現を目指した条例となっています。個々の対応については、それぞれの立場を尊重しながら対話による相互理解によって問題解決できるよう、本条例の周知・啓発の推進に努めていきます。

	１５
	障がい者を雇用し、障がい者に対して自立支援をしていただけるよう、市内事業者のみなさんが障がい者の雇用促進法に基づいてでなく積極的な努力を、何らかの形で市を挙げてしていただけると市の財政も安定してくるのではないかとまで考えています。
	障害者雇用促進法が改正され、雇用分野における障がいのある人に対する不当な差別的取扱いの禁止や、合理的配慮の提供義務が規定されました。障がいのある人の雇用や自立支援については、本条例とは別のところにはなりますが雇用の促進に向け積極的な取り組みに努めていきたいと考えています。

	１６
	聴覚障がい者が会社に入った時に、会社の重要な会議にプライバシーの問題で手話通訳を依頼することができないという事が全国各地であっていると聞きました。聞こえる人は重要な会議に入ることができ出世し給料もあがっていきます。聴覚障がい者にも会議等に通訳を入れて参加させてもらえるよう、そういう内容を組み入れてもらえませんか。
	本条例の中には盛り込むことはできませんが、啓発していく上で重要なことの一つであると考えます。第５条の市内事業者の役割として障がいや障がいのある方への理解を深め、差別解消の推進に寄与するよう努めるものとすると明記していますので、市内事業者等に対する理解促進に向け積極的な取り組みに努めます。

なお、障がいのある人を取り巻く職場環境、具体的な相談に関しては、障害者雇用促進法に規定する相談窓口のほか、本条例第１１条に規定する相談機関にまずは相談していただき、問題解決に向けた対応を協議していきたいと考えています。

	１７
	聴覚障がい者は、電話できません。電話番号以外にファックス番号の表記をお願いします。話している口形の読み取りをしていますので、マスクははずしてください。
	いただいたご意見を参考に、市が発信する書類等にはファックス番号を併記します。また今後市民等への周知・啓発に取り組む上で具体例として参考にさせていただきます。

	１８
	障がいのある我が子を殺害というニュースを聞いたとき、一人で悩んで生活しづらかったのかな、周りの人とうまくおつきあいができたら生活ができたのではないかと思いました。
	障がいのある人もない人も共に暮らせるような社会の実現、思いやりのある社会を目指しています。障がいに関する市民等への周知・啓発を継続的に行いながら、障がいや障がいのある人の理解促進に努めていきたいと考えています。


